
 

15.1-1 

(1073) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

第15章 その他環境省令で定める事項 

15.1 配慮書についての関係地方公共団体の長の意見及び一般の意見の概要、並びに事業

者の見解 

15.1.1 配慮書についての福島県知事の意見及び事業者の見解 

「環境影響評価法」（平成 9 年法律第 81 号）第 3 条の 7 第 1 項の規定に基づき、福島県知事に

対し、配慮書について環境の保全の見地からの意見を求めた。それに対する福島県知事の意見（平

成 28 年 4 月 15 日）は、次のとおりであり、コンソーシアムの各社に発出されている。また、福

島県知事の意見に対する事業者の見解は表のとおりである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-1(1) 福島県知事の意見に対する事業者の見解 

No. 福島県知事意見 事業者の見解 

1 1.総括的事項 

(1) 本事業計画は、福島県再生可能エネルギー推進

ビジョンの主要施策のひとつとして、東日本大震

災からの復興と再生可能エネルギーの飛躍的な

推進による新たな社会づくりを目指し、阿武隈高

地東側丘陵部の広範囲において大規模な風力電

源開発を想定するものであるが、現時点では計画

の熟度が低く、既存集落や農耕地等をそのまま事

業実施想定区域に取り込んでいるほか、多くの事

項が未定となっている。従って、今後十分に検討

を加えて、環境影響評価方法書（以下「方法書」

という。）においては、それらの具体的内容を明

らかにすること。 

 

事業計画の熟度を高め、方法書においては、可能

な限り具体的に記載します。 

2 (2) 事業実施想定区域から既存市街地、集落とその

周辺、学校や病院等の特に配慮が必要とされる施

設とその周辺、自然公園や自然保護地域に指定さ

れている地域、保安林、峡谷、砂防指定地及び地

すべり指定区域、歴史的文化的に重要な文化財所

在地とその周辺等の風力発電事業との併存に困

難があることが明らかな地域を極力除外するこ

と。 

また、重要な水源、景観資源、交通や電波通信

等に支障を及ぼすことがないようにすること。 

風力発電事業との併存に困難があることが明らか

な地域を極力除外します。 

また、重要な水源、景観資源、交通や電波通信等

に支障を及ぼすことがないようにします。 

3 (3) 綿密な調査の実施により風力発電施設及び関

連施設の建設並びに稼働に伴う環境ヘの影響を

的確に把握し、周辺ヘの環境影響が最小になるよ

うな計画とすること。 

綿密な調査の実施により風力発電施設及び関連施

設の建設並びに稼働に伴う環境ヘの影響を的確に把

握し、周辺ヘの環境影響を可能な限り低減するよう

努めます。 

4 (4) 当該地域住民等に対して丁寧に説明し、十分な

理解を得るように努めること。  

当該地域住民等に対して丁寧に説明し、十分な理

解を得るように努めます。 

5 2.騒音について 

騒音（低周波音を含む。以下同じ。）による影

響については、今後の予測及び評価において、十

分な低減が図れるように検討し、その結果を方法

書に具体的に記載すること。 

また、既存住宅と風力発電機との距離につい

て、建設時又は施設供用時における騒音の影響を

低減させるため、可能な限り離すこと。 

 

騒音及び低周波音による影響については、今後の

予測及び評価において、十分な低減が図れるように

検討し、その結果を方法書以降の手続きにおいて具

体的に記載します。 

また、既存住宅と風力発電機との距離について、

建設時又は施設供用時における騒音の影響を低減さ

せるため、可能な限り離します。 

6 3.水環境について 

事業実施想定区域及びその周辺は、広く水源涵

養林として周辺住民が日常利用している表流水、

井戸水及び湧水の源流域に当たることから、土地

の改変や森林の伐開を計画するに当たり、各水源

の利用状況や地下水及び湧水の水量ヘの影響等

を精確に把握できるように必要な調査を実施す

ること。 

 

水の濁りを環境影響評価項目として選定し、適切

に調査、予測及び評価を実施します。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-1(2) 福島県知事の意見に対する事業者の見解 

No. 福島県知事意見 事業者の見解 

7 4. 一般環境中の放射性物質について 

土地の改変等を計画するに当たり、放射性物質

を含む粉じんの飛散や降雨等による表土の流出

がないように配慮すること。 

また、放射性物質を含む残土や廃棄物の発生が

予想される場合には、その処理計画を綿密に検討

し、その結果を方法書に具体的に記載すること。 

 

土地の改変等を計画するに当たり、放射性物質を

含む粉じんの飛散や降雨等による表土の流出がない

ように配慮します。 

また、放射性物質を含む残土や廃棄物の発生が予

想される場合には、その処理計画を綿密に検討し、

その結果を方法書に具体的に記載します。 

8 5. 動植物、生態系について 

土地の改変等を計画するに当たり、適切な方法

により動植物、生態系の現状を精確に把握するこ

と。 

なお、事業実施想定区域が広大であるため、必

要に応じて地元野鳥の会等から協力を得る等、よ

り効果的な情報収集に努めること。 

 

土地の改変等を計画するに当たり、適切な方法に

より動植物、生態系の現状を精確に把握します。 

なお、対象事業実施区域及びその周辺の情報につ

いては、必要に応じて専門家へのヒアリングや地元

野鳥の会等から協力を得る等、より効果的な情報収

集に努めます。 

9 6. 廃棄物について 

工事中に大量の廃棄物が発生することを想定

して、あらかじめ適切な処理方法を検討の上、確

実に環境ヘの影響を回避又は低減すること。 

 

工事中の廃棄物については、あらかじめ適切な処

理方法を検討の上、確実に環境ヘの影響を回避又は

低減することとします。 

10 7. その他 

今後は複数の事業に分割されることが想定さ

れているが、以後に作成されるいずれの環境影響

評価図書においても、本配慮書の内容を踏まえる

とともに、本知事意見等についても勘案するこ

と。 

 

今後作成する環境影響評価図書においては、配慮

書の内容を踏まえるとともに、配慮書に対する知事

意見等についても勘案します。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

15.1.2 配慮書についての市町村長の意見及び事業者の見解 

「環境影響評価法」（平成 9 年法律第 81 号）第 3 条の 7 第 1 項の規定に基づき、市町村長に対

し、配慮書について環境の保全の見地からの意見を求めた。それに対する市町村長の意見は、次

のとおりであり、コンソーシアムの各社に発出されている。また、市町村長の意見に対する事業

者の見解は表 15.1-2に示すとおりである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

 

２ ８ 浪 ふ 第 ２ １ 号  

平成２８年４月１５日 

 福島県知事 様 

環境大臣 様 

 経済産業大臣 様 

 浪 江 町 長   

（ 公 印 省 略 ）  

 

(仮称)福島阿武隈風力構想計画段階環境配慮書に対する意見について（通知） 

 

 このことについて、発電所の設置又は変更の工事の事業に係る計画段階環境配慮事項の選定並びに

当該計画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価の項目並びに当該

項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針並びに環境の保全のた

めの措置に関する指針等を定める省令(平成１０年６月１２日通商産業省令第５４号)第１４条第３項の

規定に基づき、別紙写しのとおり事業者に対し環境の保全の見地からの意見を述べましたので、お

知らせします。 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当 ふるさと再生課環境係 渡邊 電話 0240-34-0230 ） 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

福島阿武隈風力構想計画段階環境配慮書に対する意見について 

 

騒音等の影響について 

今回の大気・水・騒音等の調査は、震災後町に町民が居住していない状況での結果のため、参考にな

らない。帰町後のことまで想定し、十分に配慮し計画する必要がある。事業実施測定区域内に幼稚園２

箇所（苅野、大堀）、老人福祉施設１箇所（オンフール双葉）、老人憩の家１箇所（やすらぎ荘）があり、

住宅等から 50ｍに入っている場所も多くある。詳細な調査や風力発電にかかる影響について住民へ十分

な説明をおこなった上で、配置を検討すること。 

 

動植物への影響について 

 動物への影響については、事業実施測定区域内にオオタカ（絶滅のおそれのある野生動植物の種の保

存に関する法律にかかる）の重要な生息地があり、鳥獣保護区も含まれているため、重要な鳥類に対す

る重大な影響が懸念される。生態系に影響のないよう十分に配慮する必要がある。また、バードストラ

イクが発生した場合の対応措置等を定める必要がある。 

植物への影響については、事業実施測定区域内に保安林と自然公園地域と地域森林計画対象民有林が

ある。また、重要な植物群落が事業実施測定区域内中心に２箇所（塩築のケヤキ林、一の宮のヒメコマ

ツ林）2 ㌔以内に１箇所(塩浸のアカマツ林)がある。植物が重大な影響を受けないよう分布状況を十分

に配慮する必要がある。 

事業の設置・実施に当たっては、動植物の生息・生育状況が多い場を残存させるよう設置位置を検討

すること。 

 

景観と人と自然等への影響について 

事業実施測定区域内には、室原川渓谷、高瀬川渓谷、区域 2 キロ内に熊ノ森山、手倉山、戸神山、十

万山がある。設置後は、眺望景観に視覚的変化が生じることが予想されるが、昔から人と自然との触れ

合いの活動の場となっていたその場所と景観を壊すことのないよう、十分に配慮し設置位置を検討する

こと。 

 

放射能への影響について 

町内 100 地点測定の内最大値の地点は事業実施測定区域内にある小丸多目的集会所 12.050 マイクロ

シーベルトである。事業の実施により、放射性物質の飛散、拡散による影響や放射性廃棄物が発生する

など、重大な影響を受ける可能性が考えられる。そのため、影響を受けた場合、どのような対応をとる

のか、計画・工程等を提示し、町と町民に十分説明をおこなった上で、配置を決定すること。 

また、平成 28 年 4 月現在、国による帰還困難区域の扱いがどのようになるか分からないため、現時

点ではこの部分に関しては町では意見のしようがない。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

 

  



 

15.1-18 

(1090) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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(1094) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

 

  



 

15.1-25 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 
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(1099) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-2(1) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 田村市長意見 事業者の見解 

1 本市で既に設置されている風力発電施設で、近

隣住民へ騒音の対策を講じていると聞いている。

施設の設置に当たり住宅等との距離等に十分配

慮するとともに、整備後の住民からの苦情に対し

、事業者は真摯な対応に努めること。 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、風力発電機の設置に当たり、住宅等と

の距離等に実施可能な範囲で配慮するとともに、整

備後の住民からの苦情に対して、真摯な対応に努め

ます。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-2(2) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 川内村長意見 事業者の見解 

1 1. 村内での風力発電機に関する調査事業において

は、以下の項目を踏まえ事業検討及び見直しを図

ること。 

・住民の居住するエリアからの視界内において多数

の大型風力発電機が設置されることは相応しく

ないこと。 

・.山林部ヘの風力発電機の検討が見込まれるため

動植物の生態系や水資源ヘの影響が懸念される

こと。 

・騒音・振動・低周波・シャドーフリッカーなどの

影響のほか、車両の運行等により環境ヘの影響が

懸念されること。 

・その他、住民が生活するうえで不快に感じられる

こと。 

本事業では貴村内での実施予定は無く、貴村への

影響は低いと考えておりますが、風力発電機に関す

る調査事業においては、ご指摘の項目を踏まえまし

て、事業を検討してまいります。 

 

2 2. 本村を含めた地域においては、原子力発電所事

故による放射性物質の飛散により懸念される事

項があるため、それらの課題を十分に検討すると

ともに解決措置を講じること。 

放射線の量に係る影響については、環境影響評価

の項目に選定し、調査、予測及び評価を行い、必要

に応じて環境保全措置を検討します。 

3 3. 村内に大型風力発電機等を設置する検討を行う

場合は、本村との緊密な協議により十分な検討と

対策を講じること。 

村からの承諾を取得することを必須条件とし

ます。 

本事業では貴村内に大型風力発電機を設置する予

定はございませんが、対象事業実施区域及びその周

囲の村や市と緊密な協議をし、十分な対策を講じる

よう努めます。  

 

 

 

 

  



 

15.1-29 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-2(3) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 浪江町長意見 事業者の見解 

1 騒音等の影響について 

今回の大気・水・騒音等の調査は、震災後町に

町民が居住していない状況での結果のため、参考

にならない。帰町後のことまで想定し、十分に配

慮し計画する必要がある。事業実施測定区域内に

幼稚園2箇所（苅野、大堀）、老人福祉施設1箇所

（オンフール双葉）、老人憩の家1箇所（やすらぎ

荘）があり、住宅等から50ｍに入っている場所も

多くある。詳細な調査や風力発電にかかる影響に

ついて住民へ十分な説明をおこなった上で、配置

を検討すること。 

 

現地調査においては、帰町後のことまで想定して

計画します。 

本事業の対象事業実施区域については、住居、学

校、福祉施設等は除外いたしました。 

今後も住民へ実施可能な範囲で十分な説明を行い

ます。 

2 動植物への影響について 

動物への影響については、事業実施測定区域内

にオオタカ（絶滅のおそれのある野生動植物の種

の保存に関する法律にかかる）の重要な生息地が

あり、鳥獣保護区も含まれているため、重要な鳥

類に対する重大な影響が懸念される。生態系に影

響のないよう十分に配慮する必要がある。また、

バードストライクが発生した場合の対応措置等

を定める必要がある。 

植物への影響については、事業実施測定区域内

に保安林と自然公園地域と地域森林計画対象民

有林がある。また、重要な植物群落が事業実施測

定区域内中心に2箇所（塩築のケヤキ林、一の宮

のヒメコマツ林）2㌔以内に1箇所(塩浸のアカマ

ツ林)がある。植物が重大な影響を受けないよう

分布状況を十分に配慮する必要がある。 

事業の設置・実施に当たっては、動植物の生息

・生育状況が多い場を残存させるよう設置位置を

検討すること。 

 

本事業の対象事業実施区域においては、鳥獣保護

区は含まれていません。重要な鳥類については、生

息状況を把握できるよう現地調査を実施し、その結

果を踏まえて、動物及び生態系への影響を低減でき

るよう十分に配慮します。また、風力発電機設置後

にバードストライクが発生した場合の対応措置等に

ついても、現地調査結果等を踏まえて、今後検討し

てまいります。 

重要な植物及び植生についても現地調査を行い、

それらの生育状況を把握した上で、重大な影響を受

けないように配慮します。 

また、風力発電設備等の設置位置等については、

上述のとおり、重要な動物及び植物等に係る現地調

査結果を踏まえて、重要な生息・生育の場を極力残

存させるよう、風力発電設備等の設置位置を検討い

たします。 

3 景観と人と自然等への影響について 

事業実施測定区域内には、室原川渓谷、高瀬川

渓谷、区域2キロ内に熊ノ森山、手倉山、戸神山、

十万山がある。設置後は、眺望景観に視覚的変化

が生じることが予想されるが、昔から人と自然と

の触れ合いの活動の場となっていたその場所と

景観を壊すことのないよう、十分に配慮し設置位

置を検討すること。 

 

景観と人と自然との触れ合いの活動の場について

は、環境影響評価の項目に選定し、調査、予測及び

評価を行い、必要に応じて配置等を検討します。 

4 放射能への影響について 

町内100地点測定の内最大値の地点は事業実施

測定区域内にある小丸多目的集会所12.050マイ

クロシーベルトである。事業の実施により、放射

性物質の飛散、拡散による影響や放射性廃棄物が

発生するなど、重大な影響を受ける可能性が考え

られる。そのため、影響を受けた場合、どのよう

な対応をとるのか、計画・工程等を提示し、町と

町民に十分説明をおこなった上で、配置を決定す

ること。 

また、平成28年4月現在、国による帰還困難区

域の扱いがどのようになるか分からないため、現

時点ではこの部分に関しては町では意見のしよ

うがない。 

 

放射線の量に係る影響については、環境影響評価

の項目に選定し、調査、予測及び評価を行います。 

今後の計画・工程については、町と町民の方に実

施可能な範囲で十分説明します。 
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表 15.1-2(4) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 葛尾村長意見 事業者の見解 

1 当該地域住民等に対して丁寧に説明し、十分な

理解を得るように努めること。 

事業計画や環境調査の内容に関して、地域住民等

に対して実施可能な範囲で丁寧に説明し、十分な理

解を得るように努めます。 
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表 15.1-2(5) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. いわき市長意見 事業者の見解 

1 1.総括的事項 

(1) 本事業計画については、未定及び検討中である

事項が多く、また、現時点で地権者や関係機関等

の交渉、許認可が進んでいないなど不確定な要素

があるため、環境影響評価を行うに当たって、内

容が不十分であると言わざるを得ない。 

今後、手続を進めるに当たっては、内容をより

精査し、環境影響評価を適切に行うことができる

計画にするともに、風力発電機の配置及び規模、

並びに、変電設備や送電線等の付帯設備（以下「

付帯設備」という。）の位置及び規模については

複数案を検討すること。 

 

方法書以降の手続きにおいては、計画熟度を高め、

事業計画について可能な限り、詳細に記載します。 

今後、手続きを進めるに当たっては、環境影響評

価の手続きに沿って適切に実施します。 

2 (2) 事業実施想定区域内には、水源のかん養や土砂

の崩壊の防備を目的として指定されている保安

林があり、本事業の実施により保安林を含めた森

林を伐開することが予想されることから、水源の

かん養や土砂の崩壊の防備の機能を低下させな

いよう、森林の伐開区域を最小限にすること。ま

た、河川の源流部における森林の伐開や土地の改

変については極力回避すること。 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、対象事業実施区域及びその周囲におい

て、水源のかん養や土砂の崩壊の防備の機能を低下

させないよう、森林の伐開区域を可能な限り最小限

にするとともに、河川の源流部における森林の伐開

や土地の改変については極力回避します。 

3 (3) 全国的に強風や落雷等による風力発電機の破

損・倒壊事故が発生していることから、予防対策

を示すとともに、大雨も含めた気象災害による事

故が発生した場合、周辺地域へ影響を及ぼさない

よう、風力発電機の配置及び規模、並びに、付

帯設備の位置及び規摸を計画すること。 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、方法書以降の手続きにおいて、風力発

電機事故の予防対策を示すとともに、事故が発生し

た場合などに周辺地域へ影響を及ぼさないよう、風

力発電機の配置及び規模、並びに、付帯設備の位置

及び規摸を計画します。 

4 (4) 事業実施想定区域内にはニツ箭断層及び双葉

断層が存在することから、断層のずれ等による災

害で風力発電機が倒壊しても周辺地域に影響が

及ぼさないように、本事業における風力発電機の

配置、付帯設備の位置については、安全側に立ち

、慎重に検討すること。 

本事業では、ご指摘の断層については対象事業実

施区域外になりますが、断層のずれ等による災害で

風力発電機が倒壊しても周辺地域に影響が及ぼさな

いように、本事業における風力発電機の配置、付帯

設備の位置については、安全側に立ち、慎重に検討

します。 

5 (5) 事業実施想定区域までの工事用資材等の輸送

ルートとして、国道399号線の利用を検討してい

るが、当該国道については幅員の狭い箇所や急カ

ーブの箇所があり、大型トラックでの風力発電機

の輸送が困難になると予想されることから、

空路を含めた複数の輸送ルートを検討するこ

と。なお、空路を予定する場合には、離発着地点

及びその周辺地域の環境影響を回避、低減するこ

と。 

工事用車両の輸送ルートについては、可能な限り

周辺地域の環境影響を回避、低減するよう検討しま

す。 

6 (6) 方法書の作成に当たっては、専門用語の使用を

できるだけ避け、平易な言葉や図を用いるなどし

て、住民が容易に理解できる内容とすること。 

方法書の作成に当たっては、住民の方々に理解し

やすい図書作成に努めます。 

7 (7) 届出等必要な書類の堤出については、滞りのな

いよう関係機関へ提出すること。 

届出等必要な書類の堤出については、滞りのない

よう関係機関へ提出するように努めます。 

8 (8) 風力発電機から発生する低周波音について、住

居から少なくとも500 メートル以上離して風車

を建設するなど、配慮するとしているが、全国で

は風力発電機から発生する超低周波音で健康被

害を訴える人もいるという報道がなされている

ことから、事業化に際しては丁寧な住民説明を行

うこと。 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外になって

おりますが、方法書以降の手続き等における住民説

明の場においては丁寧な説明に努めます。 
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9 2. 騒音、振動及び超低周波音について 

(1) 当市に係る事業実施想定区域及びその周辺に

は住居、学校、福祉施設等(以下「住居等」 とい

う）が存在しており、風力発電機及び付帯設備の

工事中、並びに風力発電機の稼働時に係る騒音、

振動及び超低周波音による影響が懸念されるこ

とから、騒音、振動及び超低周波音に係る住居へ

の影響を回避、低減するように、風力発電機の配

置及び規模、並びに付帯設備の位置を検討するこ

と。 

 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外になって

おりますが、対象事業実施区域及びその周辺におい

ては騒音、振動及び超低周波音に係る住居への影響

を可能な限り回避、低減するように、風力発電機の

配置及び規模、並びに付帯設備の位置を検討します。 

10 (2) 風力発電機の稼働時の騒音、振動及び超低周波

音に係る環境影響を予測、評価する区域について

は、住居を出来るだけ包含するよう広範囲に設定

するとともに、最新の知見を基に、適切な手法で

環境影響評価を実施すること。 

風力発電機の稼働時の騒音及び超低周波音に係る

環境影響を予測、評価する区域については、対象事

業実施区域周辺の住居を包含するよう可能な限り広

範囲に設定するとともに、最新の知見を基に、適切

な手法で環境影響評価を実施します。 

11 (3) 配慮書において、具体的な工事関連車両の通行

ルートは未定となっているが、資材の搬入等に

あたっては夜間を中心に行うこととされてい

る。事業実施想定区域周辺は、静寂な環境である

ことが考えられるため、住宅等から離れた通行ル

ートを検討すること。やむを得ず住宅等の前を通

行ルートとする場合は、住民生活への影響を回避

するため、工事関連車両の通行時間や通行台数を

最大限配慮し、方法書以降で工事関係車両の通行

時間や通行台数の計画を明記すること。 

工事関連車両の通行ルートは、可能な限り住宅等

から離れたルートを検討します。住宅等の前を通行

ルートとする場合は、住民生活への影響を可能な限

り低減するため、工事関連車両の通行時間や通行台

数を最大限配慮し、準備書において工事関係車両の

通行時間や通行台数の計画を明記します。 

12 (4) 配慮書において、資材等の搬入にあたっては、

幅員が狭い個所や急カーブ箇所等で拡幅工事や

改良工事（以下、「拡幅工事等」という）を実施

し、通行ルートを確保するとされているが、事業

実施想定域周辺は、静寂な環境であることが考え

られるため、拡幅工事等の騒音、振動による

住民生活への影響をできるだけ回避すること。 

拡幅工事等の騒音、振動による住民生活への影響

を可能な限り低減するよう、検討いたします。 

13 3.水環境について 

(1) 当市に係る事業実施想定区域の中には河川の

源流部が存在し、いわき市水道水源保護条例によ

り「水道水源保護地域」に指定されていることか

ら、土地の改変、並びに風力発電機及び付帯設備

の設置工事で発生する土砂や濁水による水環境

（水道水源) への影響を回避、低減すること。 

 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、方法書以降の手続きにおいては、水環

境について環境影響評価の項目に選定し、対象事業

実施区域及びその周辺において、適切に調査、予測

及び評価を行い、重大な環境影響を回避するよう配

慮します。 

14 (2) 当市に係る事業実施想定区域においては、上水

道が整備されておらず、周辺住民は井戸水及び

湧水を利用していることが考えられることか

ら、森林の伐開、土地の改変、並びに風力発電機

及び付帯設備の設置により、井戸水・湧水への影

響を回避、低減すること。 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、対象事業実施区域及びその周辺におい

ては土地の改変や樹木の伐開を最小限にとどめ、工

事実施時に発生する土量を抑制するとともに、法面

等の緑化や沈砂池を設置することにより、井戸水・

湧水への影響を可能な限り回避、低減するよう努め

ます。 

15 4.動植物・生態系について 

(1) 文献調査やヒアリング調査において、当市に係

る事業実施想定区域内にオオタカやクマタカが

生息している可能性があるとしていることか

ら、森林の伐開、風力発電機や付帯設備の設置工

事及び風力発電機の稼働により、オオタカやクマ

タ力をはじめとする猛禽類の生息環境が損なわ

れないよう配慮すること。特に、オオタカについ

ては、事業実施想定区域内で繁殖を確認している

ことから、森林の伐開等により、繁殖環境が損な

われないよう配慮すること。 

 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、方法書以降の手続きにおいて、対象事

業実施区域及びその周辺において、希少猛禽類の調

査を行い、それらの生息状況を把握した上で、繁殖

環境（特に営巣地近傍の環境）を改変しないよう、

配慮いたします。 
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16 (2) 当市に係る事業実施想定区域内には河川の源

流部が存在し、森の伐開等による改変及び風力発

電機や付帯設備の設置工事で発生する土砂や濁

水による水生生物及び魚類への影響が懸念され

ることから、土地の改変及び工事実施時に発生す

る土量を抑制し、かつ、土砂や濁水の流入等を抑

える対策を講じることにより、水生生物及び魚類

への影響を回避、低減すること。 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、対象事業実施区域及びその周辺におい

ては土地の改変や樹木の伐開を最小限にとどめ、工

事実施時に発生する土量を可能な限り抑制するとと

もに、法面等の緑化や沈砂池を設置することにより、

土砂や濁水の流出等を抑える対策を講じ、水生生物

及び魚類への影響の回避、低減に努めます。 

17 (3) 文献調査において、当市に係る事業実施想定区

域内に、夏井川渓谷のモミ林、背戸峨廊のイヌブ

ナ林・アカマツ林が分布していることから、当該

林が分布している地域については事業実施想定

区域から除外すること。 

本事業では、ご指摘の地域は対象事業実施区域外

となっております。 

18 (4) 生態系については、重要な自然環境のまとまり

の場を選定し、風力発電機の稼働による選定した

場の変化の程度等を予測しているが、今後の手続

きにおいては、事業の実施を予定している場にお

ける動植物の生息・生育状況を調査、把握した上

で、定量的な方法により生態系への影響を予測、

評価すること。 

方法書以降の手続きにおいては、現地調査を行い、

対象事業実施区域及びその周辺での動植物の生息・

生育状況を把握した上で、定量的な手法により生態

系への影響を予測、評価します。 

19 (5) 緑化に際して、地域の生物多様性に配慮し、外

来種や園芸品種の利用ではなく、地域由来種や在

来種を利用した緑化計画を検討すること。また、

法面緑化を行う場合、種の吹付けを着実に実行し

、法面の崩壊が起こらないようにすること。 

対象事業実施区域及びその周辺において緑化に用

いる種については、有識者の意見やご指摘にある法

面保護の観点も含め、今後検討いたします。また、

法面の崩壊等が生じないような対策についても検討

いたします。 

 

20 (6) 風力発電機の設置や拡幅工事等に当たっては、

動植物への著しい影響を避けられる場所を選択

すること。特に当該区域内の生物多様性の豊かな

地域や、渡りのルート等バードストライクが生じ

ることが予想される区域に風力発電機を設置す

ることは避けるよう検討すること。 

対象事業実施区域及びその周辺の動植物の生息・

生育状況を把握いたします。これらの結果等を踏ま

えて、ご指摘のとおり、動植物への著しい影響を回

避、低減されるよう風力発電設備等の配置等を検討

致します。 

21 5.景観及び人と自然との触れ合いの活動の場につ

いて 

(1) 事業実施想定区域周辺には住居及び風力発電

機を視認する可能性が高い眺望点が存在して

おり、事業の実施時にはこれらの地点からの景観

への影響が懸念されることから、景観への影響を

回避、低減するように、風力発電機の配置、規模

及び塗装の色を検討すること。また、景観の調査

については、住民の身近な視点場からも実施する

こと。 

 

 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、対象事業実施区域及びその周辺におい

ては景観への影響を回避、低減するように、風力発

電機の配置、規模及び塗装の色を検討します。また、

景観の調査については、住民の身近な視点場からも

実施します。 

22 (2) 事業実施による二ツ箭山、夏井川渓谷、木戸川

峡谷、女平及び背戸峨廊などの人と自然との触れ

合いの活動の場への影響を回避、低減すること。 

本事業では貴市内での実施予定は無く、貴市への

影響は小さいと考えておりますが、事業の計画にあ

たっては、人と自然との触れ合いの活動の場への影

響を回避、低減するよう検討いたします。 

23 6.廃棄物及び発生土について 

風力発電機や付帯設備の設置工事における樹木の

伐採量及び発生土量を抑制するよう、風力発電機

の配置及び規模、付帯設備の位置及び規模、並び

に風力発電機や付帯設備の設置に係る工事計画

を検討すること。また、本事業における伐採木及

び発生土については、放射性物質量や空間線量率

を測定し、関係機関と協議した上で、適切な保管

及び処分に努めること。 

 

風力発電機や付帯設備の設置工事における樹木の

伐採量及び発生土量を抑制するよう、風力発電機の

配置及び規模、付帯設備の位置及び規模、並びに風

力発電機や付帯設備の設置に係る工事計画を検討し

ます。また、本事業における伐採木及び発生土につ

いては、放射性物質量や空間線量率を測定し、関係

機関と協議した上で、必要に応じて適切な保管及び

処分に努めます。 
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24 7.一般環境中の放射性物質について 

当市に係る事業実施想定区域については、東京

電力福島第一原子力発電所の事故で放出された

放射性物質により、空間線量率が比較的高い

地域であることから、森林の伐開、土地の改

変、風力発電機や付帯設備の設置工事に際しては

、樹木や土壌等に付着している放射性物質が一般

環境中に飛散しないようにすること。 

 

対象事業実施区域及びその周辺においては放射線

の量に係る影響については、環境影響評価の項目に

選定し、適切に調査、予測及び評価を行い、必要に

応じて環境保全措置を検討いたします。 

25 8.その他の環境について（電波障害及び風力発電機

の影） 

(1) 事業の実施により、当市に係る事業実施想定区

域におけるテレビ電波、ラジオ電波及び無線電波

への影響が懸念されることから、事業実施想定区

域の電波状況を把握するとともに、電波障害を回

避、低減するように風力発電機の規模及び配置を

検討すること。 

 

 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おり、貴市への影響は低いと考えておりますが、対

象事業実施区域周辺における電波状況を把握すると

ともに、電波障害を回避、低減するように風力発電

機の規模及び配置を検討いたします。 

26 (2) 当市に係る事業実施想定区域周辺には住居が

存在し、供用時の風力発電機の影（シャドーフリ

ッカー）による日照阻害が懸念されることか

ら、住居への影響を回避、低減するように風力発

電機の規模及び配置を検討すること。 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おり、貴市への影響は低いと考えておりますが、対

象事業実施区域及びその周辺においては風力発電機

の影による住居への影響を回避、低減するように風

力発電機の規模及び配置を検討いたします。 

27 9.その他 

 (1) 事業実施想定区域には、周知の埋蔵文化財包

蔵地及び天然記念物が所在していることから、事

業実施区域等を検討するにあたっては、文化・ス

ポーツ課（平成28 年4 月1日以降は文化振興課）

と協議すること。 

 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、対象事業実施区域周囲の埋蔵文化財包

蔵地及び天然記念物について確認し、必要に応じて

協議します。 

28 (2) 当該事業実施区域は、都市計画区域外であり、

中山間地域の自然や農業・農村環境を保全し緑に

抱えられた魅力ある地域づくりを促進していく

地域とされている。 

また、市総合土地利用基本計画において、事業

実施想定区域は「森林保全・育成区域」「生活森

林区域」及び「農山村生活区域」と位置付けられ

ており、自然保全のため開発を適正に規制・誘導

し、森林の育成に努め、周辺の自然と調和した農

山村集落の住居環境の整備を図る区域とされて

いることから、風力発電機の配置や工事計画を検

討する際は十分配慮すること。 

対象事業実施区域周囲の保全関係の指定状況を確

認し、風力発電機の配置や工事計画を検討する際は

十分配慮します。 

29 (3) 一定規模以上の建築物や工作物等の新築又は

土地の区画形質の変更を行う場合は「いわき市の

景観を守り育て創造する条例」 により、大規模

行為の届出が必要となります。また、同行為のう

ち特に規模が大きいものについては、景観への影

響が顕著であると予測されるため、大規模行為の

届出の前に事前協議書の提出が必要となるため、

都市計画課景観係と協議すること。 

さらに一定規模以上の敷地での風力発電機に

付属する管理施設及び変電設備を設置する施設

である建築物については、都市計画課土地調整係

と協議すること。 

加えて、都市計画区域外において10,000㎡以上

の土地の取引を行った場合は、国土利用計画法に

基づく届出が必要となる。 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外となって

おりますが、本事業の対象事業実施区域が含まれる

市町村の条例を確認するとともに、開発や建築物に

関して必要な事項を確認し、必要な協議や届出を実

施します。 

30 10.風力発電機の設置が望まれない場所について 

事業実施想定区域内の含まれる風力発電機の

設置が望まれない場所について、次のとおりであ

る。 

(1) 教育施設（施設名、住所) 

ア 久之浜第二小学校     

 

本事業では、ご指摘の地域は対象事業実施区域外

となっています。 
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大久町大久字矢ノ目沢12 

イ 大久公民館 

   木久町大久字日渡7 7‐1 

ウ 小川小学校 

   小川町上平字田ノ尻4 

エ 小玉小学校 

   小川町西小川字小玉2 7 

オ 小川中学校 

   小川町上平字竹ノ内6 3 

力 小川公民館 

   小川町上小川字下广門4 4 ‐2 

キ 草野心平記念文学館 

  小川町高萩字下夕道1 —3 9 

ク 草野心平生家 

   小川町上小川字植ノ内6— 1 

ケ アンモナイトセンター 

  大久町大久字鶴坊14 7—2 

31 (2) 景観等 

ア 背戸峨廊 

イ 二ッ箭山 

ウ 都市計画区域内 

エ 県立自然公園 

オ 山稜を分断する区域 

カ 騒音・低周波の影響を及ぼす恐れのある人家・

集落の近く 

本事業では、貴市は対象事業実施区域の範囲外と

なっておりますが、ご指摘の地域が対象事業実施区

域に含まれる場合は、方法書以降の手続きにおいて、

適切に調査、予測及び評価を行い、影響を回避、低

減するよう検討します。 

32 (3) 医療提供施設（施設名、住所) 

ア (医)社団石福会四倉病院 

  四倉町下仁井田字南追切2 —2 

イ いがらし内科 

   小川町高萩字下川原1 5‐1 

ウ 草野医院 

   小川町高萩字上代89—2 

エ 大田皮フ科   

   四倉町字西一丁目2 —1 2 

オ 大野クリニック   

   四倉町玉山字砂子田2 

カ （医）社団木田医院   

  四倉町字東四丁目9-1 

キ （医）泰成会木村医院 

  四倉町字西三丁目14-9 

ク （医）美波会 菅波医院 

  四倉町字東一丁目54 

ケ 菅波クリニック 

   四倉町字東三丁目51 

コ 菅波整形外科小児科 

   四倉町字東一丁目40-3 

サ 長瀬内科胃腸科  

   四倉町上仁井田字北姥田6-1 

シ 西山眼科医院    

   四倉町字西三丁目6-1 

ス 額賀胃腸科内科醫院  

   四倉町字六丁目105 

セ あべクリニック  

   久之浜町久之浜字九反坪11 

ソ （医） あさうら会久之浜医院  

 久之浜町久之浜字中町2 0 

タ 佐藤歯科医院     

   小川町高萩字上代46－3 

チ 佐藤歯科医院   

   四倉町上仁井田字北姥田5 —4 

本事業では、ご指摘の地域は対象事業実施区域外

となっています。 
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ツ すや歯科医院   

   四倉町字西三丁目15‐3 

テ 長谷川歯科医院  

   四倉町字西四丁目10‐8 

ト 愛川歯科医院   

   四倉町字東一丁目12—1 

ナ 八巻歯科医院   

   四倉町字五丁目121 

ニ 四倉あなだ歯科  

   四倉町字3丁目5－1 

ヌ 村岡歯科医院  

   久之浜町久之浜字後原1 

ネ ウェル薬局    

  小川町高萩字上代72－8 

ノ 薬局タローファーマシー 四倉店 

 四倉町西三丁目15－2 

ハ さいとう薬局 

 四倉町字西一丁目3-1 

ヒ 豊間薬局四倉店    

   四倉町東二丁目163－2 

フ 有限会社さくら薬局 四倉店 

  四倉町西四丁目2‐1 

へ 四倉調剤薬局    

   四倉町字東一丁目5 2 

ホ 早川薬局   

   四倉町上仁井田字東ノ内1 8 

マ 仁井田薬局    

   四倉町上仁井田字北姥田6-3 

ミ アラカワ薬局   

   四倉町字東三丁目2 3 

ム 有限会社厚生堂薬局立町店 

 久之浜町久之浜字立町1 2 

33 (4) 高齢者福祉施設（施設名、住所） 

ア デイサービスあおば  

   四倉町字鬼越7 8-6 

イ 十和の里 よつくら  

   四倉町字鬼越240-81 

ウ 楽寿荘通所介護事業所  

   四倉町上仁井田字横川74-1 

エ みやびデイサービス   

   四倉町上仁井田字南浜37-7 

オ アイカワ新舞子デイサービスセンター 

   四倉町下仁井田宇須賀向30-22 

カ デイサービスセンターよつくらの森          

四倉町駒込字戸沢6—1 

キ  (有)ヘルパ一ステーション小川ひまわり 

小川町福岡字飯森3 7 —1 

ク 楽寿荘短期入所生活介護事業所 

   四倉町上仁井田字横川74-1 

ケ 老人保護施設ヒーリングホーム四倉 

   四倉町仁井田字南迫切23 

コ 老人介護保健施設二ツ箭荘  

 小川町上小川字大阪68-1 

サ 特別養護老人ホーム楽寿荘  

 四倉町上仁井田字横川6 7 

シ 老人保健施設ヒーリングホーム四倉 

四倉町仁井田字南追切2 3 

ス 介護老人保健施設しろがねの里 

 四倉町東一丁目54 

セ 介護老人保健施設二ツ箭荘 

本事業では、ご指摘の地域は対象事業実施区域外

となっています。 
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  小川町上小川字大阪68-1 

ソ 大地の家     

   四倉町字西三丁目12-15 

タ （有）ヘルパーステーション小川ひまわりの家  

小川町上小川峰岸54-1 

チ よつくらの家  

   四倉町六丁目27-3 

ツ よつくらタローの家   

   四倉町六丁目28-5 

テ ヘルパーステーション小川ひまわりの家  

小川町上小川字峰岸54-1 

34 (5) 障がい者福祉施設（施設名、住所） 

ア のはら   

   四倉町大森字民野町45 

イ ななえ    

   四倉町東二丁目116-1 

ウ きずな   

   四倉町東二丁目116-1 

エ ぽっぽ   

   四倉町西四丁目33-3 

オ ギルデン四倉   

  四倉町西4丁目117 

カ 小川ホーム   

   小川町高萩字下代17-10 

キ 小川郷ホーム    

   小川町高萩字小路尻33-12 

本事業では、ご指摘の地域は対象事業実施区域外

となっています。 

35 (6) 市指定天然記念物（施設名、住所） 

ア 三森渓谷のアカヤシオ自生地 

 大久保町大久256林班内 

イ 内倉湿原  

   小川町上小川字沼 

ウ アンモナイトセンター内化石包蔵地  

大久町大久字鶴房147-2 

エ 南沢化石産出地   

  大久町小久字南沢1-42 

オ 高倉山古生層   

  四倉町玉山字本村3・7 

カ 観音寺跡のスダジイ  

小川町柴原字舘下90-1ほか 

本事業では、ご指摘の地域は対象事業実施区域外

となっています。 

36 (7) 埋蔵文化財包蔵地（施設名、住所） 

ア 亀ヶ崎遺跡   大久町大久字石ノ本 

イ 石ノ本遺跡   大久町大久字石ノ本 

ウ 椚平A遺跡   小川町上小川字椚平 

エ 椚平B遺跡      小川町上小川字椚平 

オ 椚平C遺跡      小川町上小川字椚平 

カ 江田遺跡       小川町塩田字江田 

キ 中戸渡遺跡   小川町上小川字中戸渡 

ク 十文字A遺跡   小川町上小川字十文字 

ケ 根本遺跡     小川町上小川字根本 

コ 赤坂遺跡     小川町上小川字細石赤坂 

サ 桐ヶ岡遺跡    小川町柴原二ッ森 

シ 御殿場遺跡    大久町大久字桃木沢 

ス 木影遺跡     大久町大久字木影・入間沢 

本事業では、ご指摘の地域は対象事業実施区域外

となっています。 
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表 15.1-2(6) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 南相馬市長意見 事業者の見解 

1 1.騒音について 

事業実施想定区域及びその周辺に多数の住宅

が存在している。評価結果では、「騒音・超低周

波音による重大な影響を受ける可能性がある」と

している(P170)。このことから新たな風力発電設

備の設置にあたり、同施設による音環境の影響や

最新の知見等に基づき、複数の風力発電設備に囲

まれることによる影響も含めて適切に調査、予測

、評価を行い、その結果を踏まえ、事業実施想定

区域及びその周辺への騒音等による影響を回避

又は極力低減されたい。 

 

風力発電設備の設置にあたっては、同施設による

音環境の影響や最新の知見等に基づき、複数の風力

発電設備に囲まれることによる影響も含めて適切に

調査、予測及び評価を行い、その結果を踏まえ、対

象事業実施区域及びその周辺への騒音等による影響

を回避又は極力低減するよう努めます。 

2 2.水環境について 

計画段階配慮事項として選定する項目又は選

定しない項目では、水環境区分を選定項目として

いない(P160)。当市では、地下水が水道水源とな

っていること、また飲料用として地下水を利用し

ている世帯が多いことから、土地改良改変等によ

り、事業実施想定区域及びその周辺の水環境に影

響を及ぼすことのないよう適切な方法により調

査及び予測を行い、重大な環境影響を回避するよ

う配慮されたい。 

 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外になって

おりますが、環境影響評価方法書以降の手続きにお

いては、水環境について環境影響評価の項目に選定

し、対象事業実施区域及びその周辺において、適切

に調査、予測及び評価を行い、重大な環境影響を回

避するよう配慮します。 

3 

 

3.風車の影について 

事業実施想定区域及びその周辺には多数の住

宅が存在していることから、供用時における風車

の影による重大な環境影響が懸念される。評価結

果では「重大な影響を受ける」(P175)とされてい

ることから、住宅等からの影響範囲・時間等に留

意し、重大な環境影響を回避するよう風力発電機

の配置等を検討されたい。 

 

本事業では、貴市は対象事業実施区域外になって

おりますが、対象事業実施区域及びその周辺におい

ては住宅等からの影響範囲・時間等に留意し、風車

の影に係る重大な環境影響を回避するよう風力発電

機の配置等を検討いたします。 
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表 15.1-2(7) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 広野町長意見 事業者の見解 

1 （仮称）福島阿武隈風力発電構想の計画区域に

ついては、計画区域内県道35号いわき浪江線、

県道上戸渡線沿線沿いに住宅密集地が点在して

いるため、大字折木地内のうち西の沢、上原、南

沢、北沢地内、大字上浅見川地内のうち箒平、上

箒平、下箒平、向、平鈴、堀切地内については多

数の大型風力発電機の設置場所としては適切で

ないため、事業区域からは除外すること。 

ご指摘の地域は、対象事業実施区域から除外して

おります。 
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表 15.1-2(8) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 楢葉町長意見 事業者の見解 

1 平成28年2月1日付け27地づ第1265号で依頼の

ありました標記の件については、居住住民を最重

要し、町民全員の合意をはじめ公害のない、景観

に優れた施設となり、町の産業の活性化に結び付

く環境重視の県計画を願う。 

貴町は対象事業実施区域外となっておりますが、

環境重視の計画をしてまいります。 
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表 15.1-2(9)市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 富岡町長意見 事業者の見解 

1 1.総括的事項 

(1) 本事業計画は阿武隈高地東側の丘陵地帯にて、

大規模な風力発電事業を実施する計画となって

いるが、大規模な電源開発を実施する計画書とし

ては、未確定、今後検討の部分が多い為、速やか

に詳細を示すこと。 

 

今後の環境影響評価図書において、計画熟度を

高め、可能な限り詳細を示します。 

2 (2) 想

定事業計画地の規模が非常に広範囲に渡る為、

風力発電の建設及び稼働に伴う可能性調査、環

境への影響、当町の宗教的・文化的背景を的確に

把握し、具体的な想定区域を指定、速やかに報告

すること。 

本環境影響評価方法書において、具体的な対象

事業実施区域を設定いたしました。 

3 (3) 現在、当町は東日本大震災及び原子力発電所事

故に伴う全町避難を強いられており、早ければ平

成29年4月の帰還を目指し、復旧・復興事業を加

速させているところである。よって、町内の土地

利用等が非常に流動的であり、町及び関係機関が

実施する各種事業に支障が無いよう配慮するこ

と。 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となっ

ておりますが、可能な限り貴町の今後の復旧・復

興事業等に支障がないよう配慮します。 

4 2. 水環境・水源利活用について 

(1) 想定区域に含まれる当町の地域は非常に豊か

な自然を有しており、農業用ダムや、景観豊かな

滝川渓谷といった水資源・環境に、配慮した計画

とすること。 

 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となっ

ておりますが、環境影響評価項目に水の濁りを選

定し、対象事業実施区域及びその周辺において、

調査、予測及び評価を実施し、水資源・環境に、

配慮した計画とします。 

5 (2) 当町の基幹産業である農業については、保全管

理を実施し、各種農業施策により再興を図ること

となる為（1）の内容と共に、町内での農地の保

全管理及び営農再開に支障が無いよう農業用水

利等について関係機関と十分に協議の上、計画を

検討すること。 

本事業では、貴町は事業実施区域の範囲に含ま

れておりませんが、貴町内で事業を実施する場合

は、農地の保全管理及び営農再開に支障が無いよ

う農業用水利等について必要に応じて関係機関と

協議し、計画を検討します。 

6 (3) 地下水及び湧水等の水量の影響についても、回

避又は低減するよう配慮すること。 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となっ

ておりますが、環境影響評価項目に水の濁りを選

定し、対象事業実施区域及びその周辺において適

切に調査、予測及び評価を実施します。 

7 3. 動植物・生態系について 

(1) 事業実施想定区域及びその周辺は非常に自然

豊かな山林であり、多くの動植物の生息も推測さ

れる為、風力発電設備の設置等を検討する際は

自然環境への影響を十分調査した上で、計画し

、開発区域は必要最小限とすること。 

 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となっ

ておりますが、風力発電設備の設置等を検討する

際は自然環境への影響を十分調査した上で計画

し、開発区域を必要最小限とするよう努めます。 

8 (2) 生息する動植物等に関しては、可能な限り詳細

に調査し、記載する事。 

対象事業実施区域及びその周辺に生息・生育す

る動植物に関しては、今後、現地調査を実施し、

その生息・生育状況を把握いたします。また、そ

の結果を踏まえて、予測及び評価を実施いたしま

す。 

9 4. 廃棄物等について 

(1) 工事によって多量の廃棄物等の発生が予想さ

れる為、放射性物質等の影響・処理方法も含め配

慮書記載の内容のとおり、関係機関と十分協議の

上、適切な配慮をすること。 

 

廃棄物等については、放射性物質等の影響・処

理方法も含め配慮書記載の内容のとおり、関係機

関と十分協議の上、適切な配慮をします。 
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10 5. 埋蔵文化財等について 

(1) 埋蔵文化財等保護の観点から、事業の計画段階

より当該包蔵地及び歴史的・文化的・宗教的背景

を有する地区を想定区域から除外し、事業実施に

係る検討の段階においては関係機関と十分調整

した上、事業実施可能性の検討を行うこと。 

 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となっ

ておりますが、対象事業実施区域及びその周囲に

おけるご指摘の地区を対象事業実施区域から除外

し、必要に応じて関係機関と十分調整した上、事

業実施可能性の検討してまいります。 

11 6. 住環境について 

(1) 当町における想定区域においては、ほぼ山林で

あり、居住する町民は少ないと予想されるが、前

述した各種意見について適切に配慮した計画書

を作成し、事業実施検討に至っては近隣に居住す

る町民及び周辺行政区の町民に対し十分な理解

を得るよう最善の努力を図ること。 

 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となっ

ておりますが、対象事業実施区域及びその周辺に

おいて、ご指摘の各種意見について適切に配慮す

るとともに、対象事業実施区域及びその周辺の住

民の方に十分な理解を得るよう実施可能な範囲で

努力いたします。 

12 (2) 風力発電設備により発生する騒音・低周波・影

による日照等の影響について十分な調査を行い、

周辺の住民等への影響について可能な限り低減

を図るよう配慮すること。 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となっ

ておりますが、対象事業実施区域及びその周辺に

おいてはご指摘の項目の影響について十分な調査

を行い、周辺の住民等への影響について可能な限

り低減を図るよう配慮します。 

13 7. その他意見・要望 

(1) 当町は原子力発電所事故に伴う全町避難によ

り全国でも特殊な状況に置かれている。 

  今後、復旧・復興事業を実施し帰町の判断を検

討していくこととなるが、当該事業が町民の帰町

意識を阻害することの無いよう最善の配慮を図

ること。 

 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となっ

ておりますが、対象事業実施区域及びその周囲に

おいて、住民の方々の帰町意識を阻害することの

無いよう実施可能な範囲で配慮を図ります。 

14 (2) 再生可能エネルギーを活用した産業の創出は

町の復興に欠かすことの出来ない事業であるこ

とは認識しており、事業実施を検討するにあたっ

ては雇用の創出・生み出されるエネルギー・売電

益の利活用等について地域への貢献を第一に考

え、地域の状況に寄り添った具体的で魅力的な事

業計画を示すこと。 

対象事業実施区域及びその周辺の自治体と協議

を行い、具体的な事業計画を検討してまいります。 
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表 15.1-2(10) 市町村長の意見に対する事業者の見解 

No. 双葉町長意見 事業者の見解 

1 平成28年2月1日付け27地づ第1265号で依頼の

ありました標記の件については、居住住民を最重

要し、町民全員の合意をはじめ公害のない、景観

に優れた施設となり、町の産業の活性化に結び付

く環境重視の県計画を願う。 

本事業では、貴町は対象事業実施区域外となって

おります。ご指摘の地域を対象事業実施区域から除

外するとともに、関係機関との協議を事前に行うよ

う努めます。 
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15.1.3 配慮書についての一般の意見の概要及び事業者の見解 

「環境影響評価法」（平成 9 年法律第 81 号）第 3 条の 4 第 1 項の規定に基づく、配慮書につい

ての公表に関する事項並びに配慮書に対する一般（住民等）の意見の概要及びこれに対する事業

者の見解は、次のとおりである。 

1. 配慮書の公表 

「環境影響評価法」（平成 9年法律第 81号）第 3条の 7第 1項の規定に基づき、一般（住民等）

に対し、環境の保全の見地からの意見を求めるため配慮書を作成した旨及びその他事項を公告し、

配慮書を縦覧に供した。 

(1)配慮書の公告・縦覧 

①  公告の日 

平成 28年 2月 2日（火） 

②  公告の方法 

平成 28年 2月 2日（火）に福島県ホームページに「お知らせ」を掲載した。 

また、上記の公告に加え、南相馬市、浪江町、双葉町、大熊町、富岡町、楢葉町、広野町、

葛尾村、田村市、川内村、いわき市の各市町村のホームページに情報を掲載した。 

③  縦覧場所 

地方公共団体庁舎 30か所及びインターネットの利用による縦覧を実施した。 

a. 地方公共団体庁舎 

• 福島県庁 企画調整部エネルギー課（福島市杉妻町 2番 16号本庁舎 5階） 

• 福島県庁 生活環境部環境共生課（福島市杉妻町 2番 16号西庁舎 8階） 

• 福島県県中地方振興局 県民環境部環境課（郡山市麓山一丁目 1番 1号） 

• 福島県相双地方振興局 県民環境部環境課（南相馬市原町区錦町一丁目 30番地） 

• 福島県いわき地方振興局 県民部県民生活課（いわき市平字梅本 15番地） 

• いわき市役所本庁舎 1階市民ロビー（いわき市平字梅本 21番地） 

• いわき市役所小川支所（いわき市小川町高萩下川原 15番地） 

• いわき市役所久之浜・大久支所（いわき市久之浜町西二丁目 6番地 11） 

• いわき市役所四倉支所（いわき市四倉町字西四丁目１１番地 3） 

• 田村市役所 総務部協働まちづくり課（田村市船引町船引字畑添 76番地 2） 

• 田村市都路行政局 （田村市都路町古道字本町 33番地 4） 

• 南相馬市役所 市民生活部生活環境課（南相馬市原町区本町 2丁目 27番地） 

• 南相馬市小高区役所（南相馬市小高区本町二丁目 78番地） 

• 広野町役場環境防災課（双葉郡広野町大字下北迫字苗代替 35番地） 

• 楢葉町役場環境防災課（双葉郡楢葉町大字北田字鐘突堂 5番地 6） 

• 楢葉町会津美里出張所（大沼郡会津美里町字本郷道上 1番地） 

• 楢葉町いわき出張所（いわき市平谷川瀬一丁目 1番地 1） 

• 富岡町役場郡山事務所 企画課（郡山市大槻町字西ノ宮 48番地 5） 

• 富岡町役場いわき支所（いわき市平北白土字宮前 8番地） 

• 富岡町役場大玉出張所（安達郡大玉村玉井字台 45番地 1） 

• 富岡町役場三春出張所（田村郡三春町貝山字泉沢 100番地 1） 
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• 川内村役場 総務課（双葉郡川内村大字上川内字早渡 11番地 24） 

• 大熊町役場会津若松出張所 環境対策課生活環境係（会津若松市追手町 2番 41号） 

• 大熊町役場いわき出張所（いわき市好間工業団地１番 43号） 

• 双葉町役場いわき事務所復興推進課（いわき市東田町二丁目 19番地 4） 

• 双葉町役場郡山支所（郡山市朝日一丁目 20番 2号） 

• 双葉町役場埼玉支所（埼玉県加須市騎西 36番地 1） 

• 浪江町役場復興再生事務所 帰町準備室庶務係（双葉郡浪江町大字幾世橋字六反田 7番地

2） 

• 浪江町役場二本松事務所 生活支援課生活安全係（二本松市北トロミ 573番地） 

• 葛尾村三春出張所 住民生活課（田村郡三春町大字貝山字井掘田 287番地 1） 

b. インターネットの利用 

福島県企画調整部エネルギー課のホームページに配慮書の内容を掲載した。 

④  縦覧期間 

平成 28年 2月 2日（火）から 3月 2日（水）までとした。 

・地方公共団体庁舎 土・日・祝日を除く開庁時とした。 

・インターネット  縦覧期間中常時アクセス可能とした。 

⑤  縦覧者数（閲覧用紙記名者数） 

総数     9名 

 

(2)配慮書についての説明会の開催 

配慮書に関して、説明会は開催しなかった。 

 

(3)配慮書についての意見の把握 

①  意見書の提出期間 

平成 28年 2月 2日（火）から 3月 2日（水）までとした。 

（郵送の場合は当日消印有効とした。） 

②  意見書の提出方法 

・縦覧場所に備え付けた意見書箱への投函 

・当社への郵送による書面の提出（当日消印有効とした。） 

③  意見書の提出状況 

意見書の提出は 5通、意見総数は 9件であった。 

 

2. 配慮書についての住民等の意見の概要及び事業者の見解 

配慮書について、一般（住民等）による環境の保全の見地からの意見は表 15.1-3のとおりであ

る。 

 

 

 

  



 

15.1-46 

(1118) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-3(1) 住民等からの意見の概要及び事業者の見解 

No. 一般の意見 事業者の見解 

1 私は本事業計画地直近に居住する者ではない

が、同時並行で進められている田人、三大明神、茨

城風力発電計画地より約5km～15kmに居住している

。3事業計画の合計は60基となっており、設置に伴

う環境破壊および低周波音による健康被害を強く

懸念する。しかし今回の阿武隈、浜通りの計画

350基をあわせると410基もの超巨大計画であり、

あまりに無謀で非常識としか思えずとても容認で

きるものではない。原発事故により生活を根底から

破壊され、人生を狂わされ、今なおその延長におか

れる最中、今後被ばくによる健康被害が顕著になる

可能性を抱えながら、県民の苦しみを無視した無節

操な計画であることを強く申し述べたい。 

本事業は、福島県の施策である、地域経済の復興

のための「イノベーション・コースト構想」として、

浜通り地域の風力発電の導入を検討しているもので

す。設置する基数はあくまでも最大の基数であり、

方法書の手続き以降の調査、予測及び評価の結果に

基づいて風力発電機の配置等を絞り込むことになり

ます。地域住民の方々へは、適宜、説明会を実施し

て情報共有を図り、理解して頂きながら事業を進め

ていくことを考えています。また、今後も福島県が

事業を確認して、適切に指導することになっており、

県民の苦しみを無視した無節操な計画となることは

ありません。 

2 評価項目それぞれについて、重大な影響をおよぼ

す恐れがあるとしながら、これらに留意し配置を変

えるなどにより重大な環境影響の回避・低減させる

ことが可能である。としているのは、根拠薄弱であ

り事業者側の自己都合としか思えない。また、ゼロ

オプションを検討しなくてよいとする理由も曖昧

であり、重大な影響を回避できない場合は当然事業

自体を見直すことが求められる。そもそも重大な影

響というのはどの程度のことをいうのか、その定義

も示されていない上、そこに生息する動植物にとっ

て開発行為そのものが重大な影響であり開発側の

モノサシで測ることはできない。 

 クマタカをはじめ多くの生物が生息している重

要な環境は、地域住民としてかけがえのない財産で

ある。風力発電により生息地が破壊され多くの動植

物の生命が失われることは耐え難いものである。 

 事業実施予定地にはレッドデータブックに掲載

されている希少な種が多数存在する。 

全体を通して、大規模な自然環境破壊が回避でき

ず、多くの動植物の犠牲を伴うことは必至であり、

人体への健康被害の可能性および景観をも損ねか

ねないことから、風車によるメリットよりもデメリ

ットの方がはるかに大きいと言わざるをえない。 

環境影響評価の項目について、今後の方法書以降

の手続きの中で、適切に選定し、調査、予測及び評

価を実施することにより、重大な環境影響を回避、

低減します。ご指摘の希少な生物についても、文献

その他の資料や詳細な現地調査等により、生息が確

認された場合、重大な影響を及ぼさないように事業

を進めていくことを検討します。 

 

 

  



 

15.1-47 

(1119) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-3(2) 住民等からの意見の概要及び事業者の見解 

No. 一般の意見 事業者の見解 

3 (1)事業構想について 

本県は東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事

故を契機にエネルギー需要の100%を再生可能エネルギ

ーとすることを目標に種々の施策に取組んでいるとこ

ろでありますが、本構想は発電電力の大部分を東京電力

の送電網に接続し、首都圏への供給することを想定して

おります。これらの方針は従来からのエネルギー供給県

としての思考から脱却しておらず、「安全神話」を妄信

し、発電所の誘致に邁進、さらには脆弱な監視体制から

招いた事故の反省が感じられません。 

本県はこの事故を教訓に斬新な発想によるエネルギ

ー供給体制を確立すべきであり、具体的には、県内需要

に供することを優先すべきであります。加えて、いわゆ

る地産地消による100%の供給体制を確立するためには、

新たな産業の振興と人材の育成が不可欠となり、復興

に寄与するものと考えます。その上で重要な課題は故郷

の景観維持と自然環境の保全であります。故郷を離れ、

長期に及ぶ避難者の心情を逆なでするような

開発行為は慎重であるべきと考えます。ましてや、避

難先では情報も乏しく、本構想を冷静に判断する機会は

極めて少ないと思われます。マスメディアを含め、積極

的な情報提供を求めます。 

本事業は、福島県の施策である地域経済の復興

のための「イノベーション・コースト構想」とし

て、浜通り地域の風力発電の導入を検討している

ものです。地元雇用の創出や売電収益の一部を利

用した復興支援等で貢献するとともに、エネルギ

ー自給率の向上と温室効果ガスの抑制に寄与す

ることを目的としています。 

地域住民の方々へは、適宜、説明会を実施して

情報共有を図り、理解していただきながら事業を

進めていくことを考えています。 

4 (2)環境保全上の意見 

本構想対象地域は阿武隈山系の中央部に位置し、自然

林が広範囲に分布します。特に河川の源流部や谷間は高

齢級の森林が多く、多様な樹種により構成されています

。同時に動物相も豊かであり、影響の大きい鳥類はオオ

タカ、ノスリ、クマタカ、ハチクマ等の猛禽類が多数生

息しています。しかし、綿密な環境調査実績は少なく、

本構想でも文献調査とヒアリングに限定しているもの

と思われます。開発対象予定地の選定はムササビや一部

鳥類の生息する人工林を含め、広範囲に現地調査を確実

に実施し、全情報の開示を前提に慎重に行うべきであり

ます。また、放射性物質の影響については、高濃度汚染

地域が対象地域の多くを占めることから、大気、河川等

水環境への監視は最重要課題として取組むこと。特に大

気への影響は季節による風向の変化に伴い、県内全域に

及ぶことから、モニタリング（降下量調査）の拡充を求

めます。 

なお、最大放射線量率の把握においては、モニタリン

グポストのデータは設置時における整地によって周辺

地域に比較し、低減されていることから、現地調査によ

り的確に把握すること。特に森林地帯は自然低減率が低

く、高線量率の地域が広範囲に及んでいることを考慮す

ること。 

方法書以降の手続きにおいて、本事業の対象事

業実施区域及びその周辺において、ご指摘の自然

林や希少な生物等につきましても現地で詳細な

調査をすることにしています。 

また、放射線量につきましては、環境影響評価

項目に選定して、適切に、調査、予測及び評価を

実施します。 

5 (3)対象地域規制法への対応について 

 本構想対象地域には自然公園法、砂防法、森林法等に

よる諸規制対象の区域が広範囲に及んでいます。これら

の地域は基本的に保全を優先することとし、特に、国

土保全上極めて重要な国有保安林は山地災害に留まら

ず、下流域への影響が危惧されることから、対象地域か

らは除外するべきであります。 

ご指摘の諸規制対象の区域においては、所管す

る関係機関に相談・協議を行うとともに、専門家

等へのヒアリングを予定しています。今後の現地

調査結果や関係機関及び専門家等のご意見を元

に、重大な影響を及ぼさないように事業計画等を

検討します。 

  



 

15.1-48 

(1120) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-3(3) 住民等からの意見の概要及び事業者の見解 

No. 一般の意見 事業者の見解 

6 福島県内のテレビジョン放送、およびラジオ放送

各者は県内の世帯へ放送を送り届けるために基幹

局となる【送信所】と【送信所】から送信される放

送波やマイクロ回線を受信して周波数を変えて再

放送する【中継局】の組合せで放送波ネットワーク

を構築しております。 

浜通り地区については中通り地区に位置する笹

森山送信所から阿武隈山系に設置した『飯舘局』経

由で浜通り地区の『原町局』へのルート、笹森山送

信所から齒接『富岡局』へのルートがあり、併せて

『滝根局』経由で『富岡局』『いわき局』『水石局』

『双葉川内局』『大久局』へと伝送するルートがあ

ります。 

今回開示された『福島阿武隈風力発電構想』にて

想定される風力発電設備の設置予定地域には、『笹

森山送信所から富岡局への伝送ルー卜』や『滝根局

からの伝送ルート』の放送波ネットワークを寸断す

る懸念が有ります。 

併せて、中継局の受信世帯に対して、『福島阿武

隈風力発電構想』『福島沿岸部風力発電構想』の風

車建設による遮へい障害や反射障害などにより受

信不良になる世帯が発生することが懸念されま

す。特に、浜通り地区のいわき市と阿武隈山系にお

いては地上デジタル波の電界が低い【デジタル難視

】と言われる世帯が散在しており、その救済を図る

ために建設した難視対策の共同受信設備の受信へ

の影響も懸念されます。 

また、今後の風力発電設備の建設により、放送ネ

ットワークへのさらなる障害が発生することが懸

念されております。 

各放送は、放送法で定められた防災・減災に欠か

せないメディアであり、災害時の重要な情報伝達手

段でもあるため、受信障害を発生させるような送信

ルート上の風車建設は絶対に認められないものと

考えております。 

これに対して、当該計画段階環境配慮書には環境

アセスメント実施の際に検討されるべきである【放

送電波受信障害の影響】の記載が見あたりません。

【放送電波受信障害】の項目は環境影響評価の中で

も特に重要な項目であり，事前の影響範囲の推定と

それによる事前対策をとっていただくことが肝要

と思われます。なお、事前のシミュレーションで影

響がないと見込まれた場所の風車でも運用後に受

信不良などの影響が生じた場合は原因者負担での

対処が必要と考えております。これらは今後の方法

書にて記載される事項かもしれませんが、現段階で

、この項目が抜けていることについて県民に安全安

心を伝えるための放送を継続する放送局として非

常に不安があります。 

つきましては、当該計画段階環境配慮書にて【放

送電波受信障害】の項回を追記していただくことに

ついて要望いたします。 

方法書以降の手続きにおいて、電波障害について

環境影響評価の項目に選定して、調査、予測及び評

価を実施します。ご指摘の放送波のルートについて

も確認し、ご意見を参考にしながら予測、評価を実

施します。 

 

  



 

15.1-49 

(1121) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

表 15.1-3(4) 住民等からの意見の概要及び事業者の見解 

No. 一般の意見 事業者の見解 

7 (1)発電所数は200基とされているが、設置場所の大

略が示され、検討されるべきである。 

評価方法、評価手法、結果について一般論の記述

であるが、具体的事例について記述されたい。(追

補されたい) 

今後の方法書以降の手続きにおいて、設置場所を

検討します。調査、予測及び評価の手法については、

方法書で具体的に記載します。 

8 (2)放射性物質について、放射線量(空間)の値が示

されているが、工事に関わる放射性物質の移行、飛

散、風の乱れに伴う移動、放射性物質の土壌、工事

に伴う発生物等の評価が必要と考えられる。 

現資料では「福島土壌再生事務所・福島県除染に

対する詳細…の情報を把握した上で、配置や工事計

画などを検討する」(要約書5.9.3.2(P89))、「造成

など…関係ガイドライン、法令を踏まえ実施」(同)

と記述されているが、具体的にどのようにするので

すか。 

・細部について教えて下さい。 

・また、追補願います。 

放射線量の調査、予測及び評価の内容については、

方法書で具体的に記載します。 

風力発電施設の配置、工事計画や対策については、

関係機関と協議して慎重に検討し、準備書で記載し

ます。 

 

表 15.1-3(5) 住民等からの意見の概要及び事業者の見解 

No. 一般の意見 事業者の見解 

9 人と自然の触れ合いの場の項目でぬけている地

点がある。たとえば日隠山、坂下ダム、きっとや山

、背戸峨廊。これらの登山道や遊歩道含む。登山の

対象となっている山々である。 

方法書以降の手続きにおいて、本事業の対象事業

実施区域及びその周辺で影響が考えられる場合は、

方法書以降の手続きにおいて、人と自然との触れ合

い活動の場の項目で、反映します。 

 

 

 



 

15.2-1 

(1122) 

このページに記載した内容は、計画段階環境配慮書のものである。 

15.2 発電設備等の構造もしくは配置、事業を実施する位置又は事業の規模に関する事項

を決定する過程における環境の保全の配慮に係る検討の経緯及びその内容 

15.2.1 配慮書における対象事業の内容と計画段階配慮事項の検討結果 

1. 配慮書における第一種事業の内容 

(1)第一種事業により設置される発電所の出力 

風力発電所出力 ：最大 700,000kW 

風力発電機の基数 ：3,500kW級×200基 

 

(2)第一種事業の実施が想定される区域及びその面積 

①  事業実施想定区域の概要 

事業の実施が想定される区域：福島県いわき市、福島県田村市、福島県南相馬市、福島県双葉

郡広野町、福島県双葉郡楢葉町、福島県双葉郡富岡町、福島県

双葉郡川内村、福島県双葉郡大熊町、福島県双葉郡双葉町、福

島県双葉郡浪江町、福島県双葉郡葛尾村 

計 11市町村 

（阿武隈高地東側の丘陵地域、図 15.2-1参照） 

事業の実施が想定される面積：約 55,000ha 

 

  



 

15.2-2 

(1123) 

このページに記載した内容は、計画段階環境配慮書のものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15.2-1(1) 事業の実施が想定される区域(広域)  

東西約 12.3km 

南北約 44.6km 



 

15.2-3 

(1124) 

このページに記載した内容は、計画段階環境配慮書のものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15.2-1(2) 事業の実施が想定される区域【川内村、富岡町以北】 

（凡例は図 15.2-1（1）に準じる）  



 

15.2-4 

(1125) 

このページに記載した内容は、計画段階環境配慮書のものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15.2-1(3) 事業の実施が想定される区域【川内村、富岡町以南】 

（凡例は図 15.2-1（1）に準じる）  



 

15.2-5 

(1126) 

このページに記載した内容は、計画段階環境配慮書のものである。 

②  事業実施想定区域の設定根拠 

a. 風況条件による設定 

本計画段階において検討対象としたエリアは局所風況マップ（NEDO：（国研）新エネルギー・

産業技術総合開発機構）から福島県内で好風況が見込まれる区域を含め、広範囲に事業実施想

定区域を設定した。 

 

b. 社会インフラ整備状況の確認 

福島県内の中でも、事業実施想定区域は、東北電力株式会社の東福島変電所、南相馬変電所、

東京電力株式会社の新福島変電所と電力会社の基幹となる変電所が近接に位置している。特に

新福島変電所においては、東京電力株式会社が再生可能エネルギーの接続のために改修工事を

実施することを表明しており、風力をはじめとした再生可能エネルギーの実施区域として選定

した。また、当該区域までのアクセス道路として、一般国道 399号の利用が可能であると考え

られ、既存の道路等が整備されている地域においては、道路の新設や拡幅すること面積等を低

減することが可能であり、施工時の資材等の搬入路として適した環境であると考えられる。 

 

c. 復興支援 

事業実施想定区域は原子力災害の被災地（避難解除区域等）が含まれており、当該地域にお

いて、風力発電事業を行うことにより、地域振興や、復興支援に寄与できるとして事業実施想

定区域とした。 

また、当該区域においては、再生可能エネルギー導入のための設備補助制度があり、当該制

度を活用することを想定し区域を選定した。 
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(3)第一種事業に係る電気工作物その他の設備に係る事項 

①  発電機 

設置する風力発電機の概要(予定)は表 15.2-1及び図 15.2-2に示すとおりである。 

 

表 15.2-1 設置する風力発電機の概要（予定) 

項  目 諸  元 

発電機出力 
（定格運転時の出力） 

3,500kW 

ブレード枚数 3 枚 

ローター径 約 137m 

ハブ高 約 110m 

高さ 約 178.5m 

 

 

 

 

 

図 15.2-2 設置する風力発電機の概要（予定) 

 

②  変電施設 

現在検討中である。 

 

ローター径 

約 137m 

ハブ高 

約 110m 
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③  送電線 

現在検討中である。 

 

④  系統連系地点 

現在検討中である。 

 

(4)第一種事業により設置される発電所の設備の配置計画の概要 

事業実施想定区域は、現時点で配置する可能性のある範囲を包含するよう広めに設定しており、

以降の手続きにおいて環境影響の回避、低減を考慮し、配置計画を絞り込む予定である。 

 

(5)第一種事業に係る工事の実施に係る期間及び工程計画の概要 

工事期間は 2～3ヵ年で計画を想定している。詳細な工程計画は、今後の各種調査・設計を経て

決定する。 

風力発電施設の資材は小名浜港で水切りし、一般国道 399 号を経由して、事業実施想定区域に

至るルートを想定している。なお、以上のルートは今後の検討により変更の可能性がある。 

資材の搬入等にあたっては、夜間を中心に行うこととし、幅員が狭い箇所や急カーブ箇所等で

は一部、道路の拡幅や改良工事を実施するが、既存の道路を最大限に活用しつつ、必要に応じて

環境影響の低減に配慮しながら、新設または改修によりアクセスルートを確保する。 

なお、その他の工事関連車両の通行ルートについては、未定である。 

 

(6)その他の事項 

①  風況調査等の事業可能性調査に対する補助制度について 

福島県エネルギー課が窓口となり、風力発電を行う計画のある県内市町村、法人及びその他

の団体に対し、事業可能性の調査費用や電力会社との系統連系協議にかかる費用の一部につい

て補助を行っている。 

福島県阿武隈風力発電環境アセスメントコンソーシアム構成員である株式会社ジャパンウィ

ンドエンジニアリング、株式会社ユーラスエナジーホールディングス及びエコ・パワー株式会

社については、当該補助の採択を受けており、事業実施想定区域において風況観測を平成 27年

度に実施する予定である。 

複数案の設定について 

事業実施想定区域は現時点で配置する可能性のある範囲を包含するよう広めに設定しており、

以降の手続きにおいても環境影響の回避、低減を考慮し、必要に応じて事業実施想定区域を絞

り込んでいく予定である。このような検討の進め方は、「計画段階配慮手続きに係る技術ガイド」

（環境省計画段階技術手法に関する検討会、平成 25 年）において、「区域を広めに設定するタ

イプ」の「位置・規模の複数案」の一種とみなすことができるとされている。 

一方で、現時点では、地権者や関係機関等との交渉、許認可が進んでいない段階であるため、

風力発電機の具体的な配置や構造は、上記の「位置・規模」に関する検討を実施した上で、各

種調査等の結果を踏まえて、検討を行う予定である。そのため「配置・構造に関する複数案」

は設定しなかった。 
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今後の環境影響評価手続きにおいては、前述の地権者交渉等や現地調査結果等を踏まえつつ、

位置･規模等の熟度を高めるとともに配置・構造等の検討を行うことで、環境へ配慮した計画の

作成を進めることが可能であり、重大な環境影響の回避、低減が可能である。 

なお、本事業は事業の目的として、風力発電施設の設置を前提としていることから、ゼロ・

オプションの検討は非現実的であると考えられるため、対象としなかった。 
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2. 計画段階配慮事項の検討結果 

配慮書において検討した重大な環境影響が考えられる項目についての評価の結果は、表 15.2-2

表のとおりである。 

 

表 15.2-2(1) 重大な環境影響が考えられる項目についての評価の結果 

環境要素 評価結果 方法書以降の手続等において留意する事項 

騒音及び 

超低周波音 

事業実施想定区域内に住居、学校、病院等が存在して

いる。これらについては、騒音及び超低周波音の影響を

受ける可能性があるものの、風力発電機の配置等の検討

にあたって主に右記の点に留意することによって、重大

な環境影響が回避又は低減されるものと評価する。 

・関係自治体に最新の住居等の分布状況を把

握した上で配置等を検討する。 

・住居及び配慮が特に必要な施設からの距離

に留意して風力発電機の配置を検討する。

ただし、止むを得ず、近傍に風力発電機を

設置する場合には、詳細な調査や住民への

十分な説明を行った上で、配置を決定する。 

・超低周波音を含めた音環境を把握し、環境

基準及び騒音等の増分量を考慮し、風力発

電機の配置を決定する。 

風車の影 

事業実施想定区域内に住居、学校、病院等が存在して

いる。これらについては、風車の影による影響を受ける

可能性があるものの、風力発電機の配置等の検討にあた

って主に右記の点に留意することによって、重大な環境

影響が回避又は低減されるものと評価する。 

・関係自治体に最新の住居等の分布状況を把

握した上で配置等を検討する。 

・住居及び配慮が特に必要な施設からの距離

に留意して風力発電機の配置等を検討す

る。 

・風車の影に関するシミュレーションを実施

し、影響範囲及び時間を定量的に把握し、

風力発電機の配置等を決定する。 

動物 

重要な動物（21 種）及び重要な生息地について、直接

改変及び風車の稼働により生息環境、生息地が変化を受

けるものの、風力発電機の配置等の検討にあたって主に

右記の点に留意することによって、重大な環境影響が回

避又は低減されるものと評価する。 

・福島県自然保護課は、県内における動物の

分布情報を有することから、当該課に情報

収集を行った上で、対象事業実施区域を設

定する。 

・鳥類の現地調査を実施し、風力発電機の配

置等を検討する。検討にあたっては、主に

以下の点に配慮する。 

〇クマタカの飛翔状況、特に探餌・採餌行

動に着目すること 

〇希少猛禽類の生息状況 

〇渡り鳥の移動ルート 

・専門家等へ聞き取りを行い、配置等の検討

や動物の調査期間、手法に反映する。 

・樹林地では改変面積の抑制に努めるととも

に、哺乳類、両生・爬虫類、昆虫類につい

ても詳細な調査を実施し、風力発電機の配

置等を検討する。 

植物 

重要な植物（6 種）及び重要な生息地について、直接

改変及び風車の稼働により、生息環境、生息地が変化を

受けるものの、風力発電機の検討にあたって主に右記の

点に留意することによって、重大な環境影響が回避又は

低減されるものと評価する。 

・現地調査を実施し、風力発電機の配置及び

環境保全措置を検討する。検討にあたって

は、絶滅危惧種等の重要な種の生育状況に

留意する。 

・専門家等へ聞き取りを行い、配置等の検討

や動物の調査期間、手法に反映する。 

・特定植物群落や巨樹が位置することから、

当該分布状況を考慮し、風力発電機の設置

場所を検討する。 
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表 15.2-2(2) 重大な環境影響が考えられる項目についての評価の結果 

環境要素 評価結果 方法書以降の手続等において留意する事項 

生態系 

重要な自然環境のまとまりの場である、「重要なガン・

カモ類の越冬地」、「自然草原」、「自然林」、「特定植物群

落」、「自然公園」、「自然環境保全地域」、「鳥獣保護区・

特別保護地区」、及び「保安林」について、直接改変及び

風車の稼働により変化を受けると評価する。 

環境調査において重要な自然環境のまとまりの場の状

況を把握するとともに、重要な自然環境のまとまりの場

に配慮した風力発電機の配置計画を検討し、土地改変及

び樹木伐採面積の最小化等を検討する。 

・ 樹林地に風力発電機を設置する場合は、改

変面積を最小限に留めるなど配慮し、自然

林のような重要な自然環境のまとまりの場

を多く残存させるよう、配慮する。 

・自然林のような自然環境のまとまりの場に

おいて動植物の現地調査を実施し、分布情

報に基づき重要なまとまりの場のうち、比

較的、動植物の生息・生育状況が多い場を

残存させるよう、風力発電機の配置等を検

討する。 

・風力発電機の配置等を検討するにあたって

保安林内を対象とする場合は、年間の風況

が概ね把握できた段階で福島県森林保全課

や所轄する森林管理局と調整を行う。 

・風力発電機の配置等を検討するにあたって

阿武隈高原中部県立自然公園や夏井川渓谷

県立自然公園を対象とする場合は、年間の

風況が概ね把握できた段階で福島県自然保

護課と調整を行う。 

景観 

①景観資源 ・「福島県景観条例」、「いわき市の景観を守り

育て創造する条例」（いわき市以外の自治体

は除く）に留意し配置や、風力発電機等の

色彩など配慮事項を検討する。 

事業実施想定区域内に位置する景観資源である「室原

川渓谷」、「高瀬川渓谷」、「野上川渓谷」、「菜芦川渓谷」、

「木戸川渓谷」、「浅見川渓谷」、「背戸峨廊」、「夏井川渓

谷」、「八丈石山」、「手倉山」、「三群森」、「大倉山」、「郭

公山」、「五社山」、「屹兎屋山」、「猫鳴山」、「二ッ箭山」

が改変の可能性があると評価する。 

風力発電機の配置等の検討にあたって主に右記の点に

留意することによって、重大な環境影響が回避又は低減

されるものと評価する。 

②主要な眺望点 

事業実施想定区域内に位置する主要な眺望点である

「熊ノ森山(湯舟山)」、「室原川渓谷」、「高瀬川渓谷」、「高

塚高原」、「大倉山」、「木戸川渓谷」、「夏井川渓谷キャン

プ場」が改変の可能性があるものの、風力発電機の配置

等の検討にあたって主に右記の点に留意することによっ

て、重大な環境影響が回避又は低減されるものと評価す

る。 

③主要な眺望景観 

「高瀬川渓谷」、「高塚高原」からの眺望景観において、

風力発電機の垂直見込角が 2°を超える可能性があるも

のの、風力発電機の配置等の検討にあたって主に右記の

点に留意することによって、重大な環境影響が回避又は

低減されるものと評価する。 

人と自然と

の触れ合い

の活動の場 

「熊ノ森山(湯舟山)」、「室原川渓谷」、「手倉山」、「高

瀬川渓谷」、「戸神山」、「十万山」、「大倉山」、「木戸川渓

谷遊歩道」、「五社山」、「浅見川渓谷」、「猫鳴山」、「三森

山」、「夏井川渓谷キャンプ場」、「二ッ箭山」は、事業の

実施による重大な影響があるものの、風力発電機の配置

等の検討にあたって主に右記の点に留意することによっ

て、重大な環境影響が回避又は低減されるものと評価す

る。 

・人と自然との触れ合いの活動の分布に留意

し、風力発電機の配置等を検討する。 

・風力発電機の配置等を検討するにあたって

人と自然との触れ合いの活動を対象とする

場合は、関係する自治体担当課と調整を行

う。 
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表 15.2-2(3) 重大な環境影響が考えられる項目についての評価の結果 

環境要素 評価結果 方法書以降の手続等において留意する事項 

一般環境中

の放射性物

質 

田村市、南相馬市、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、

葛尾村については年間積算線量 20mSv/Yrを超える区域が

あるものの、風力発電機の配置等の検討にあたって主に

右記の点に留意することによって、重大な環境影響が回

避又は低減されるものと評価する。 

・福島環境再生事務所、福島県除染対策課、

産業廃棄物課、中間貯蔵施設等対策室など

の関係機関に放射性廃棄物処理の最新の情

報を把握した上で、風力発電機の配置や工

事計画などを検討する。 

・造成などの建設工事の他、動植物や水質な

ど環境調査の現地調査を行うにあたって

は、所管の労働局に必要事項を確認し、関

係ガイドライン、法令を踏まえた上で実施

する。 
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15.2.2 方法書までの事業内容の具体化の過程における環境の保全の配慮に係る検討の経

緯 

1. 配慮書における検討結果 

配慮書においては、広域的に事業実施想定区域を設定したことにより、すべての項目について

重大な、計画段階配慮事項として、人と自然との触れ合いの活動の場については、重大な影響を

受ける可能性があると評価した。しかし、今後の事業計画の検討の中で、対象事業実施区域の絞

り込みや環境影響評価における現地調査を踏まえて環境保全措置を検討することにより、重大な

影響を回避又は低減できる可能性が高いと評価した。 

今後、方法書以降の手続き等において、より詳細な調査を実施し、風力発電機の配置等及び環

境保全措置を検討することにより、環境への影響を回避又は低減できるよう留意するものとした。 

 

2. 配慮書提出後の事業計画の検討の経緯 

(1)方法書以降の手続き等において留意する事項への対応方針 

配慮書において記載した、方法書以降の手続き等において留意する事項（以下「留意事項」と

いう。）への対応方針は、表 15.2-3のとおりである。 
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表 15.2-3 留意事項への対応方針 

環境要素 方法書以降の手続き等において留意する事項 方法書における対応方針 

騒音及び 

超低周波音 

・関係自治体に最新の住居等の分布状況を把握した上で

配置等を検討する。 

・住居及び配慮が特に必要な施設からの距離に留意して

風力発電機の配置を検討する。ただし、止むを得ず、

近傍に風力発電機を設置する場合には、詳細な調査や

住民への十分な説明を行った上で、配置を決定する。 

・超低周波音を含めた音環境を把握し、環境基準及び騒

音等の増分量を考慮し、風力発電機の配置を決定する。 

・配慮書において、事業実施想定区域内に最寄りの配慮

が特に必要な施設等（住宅等）が含まれていたが、方

法書においては、対象事業実施区域から除外した。 

・環境影響評価の項目として選定し、対象事業実施区域

の周囲において、騒音及び超低周波音の現地調査地点

として 2 地点を設定した。 

風車の影 

・関係自治体に最新の住居等の分布状況を把握した上で

配置等を検討する。 

・住居及び配慮が特に必要な施設からの距離に留意して

風力発電機の配置等を検討する。 

・風車の影に関するシミュレーションを実施し、影響範

囲及び時間を定量的に把握し、風力発電機の配置等を

決定する。 

・配慮書において、事業実施想定区域内に最寄りの配慮

が特に必要な施設等（住宅等）が含まれていたが、方

法書においては、対象事業実施区域から除外した。 

・環境影響評価の項目として選定した。 

 

動物 

・福島県自然保護課は、県内における動物の分布情報を

有することから、当該課に情報収集を行った上で、対

象事業実施区域を設定する。 

・鳥類の現地調査を実施し、風力発電機の配置等を検討

する。検討にあたっては、主に以下の点に配慮する。 

〇クマタカの飛翔状況、特に探餌・採餌行動に着目す

ること 

〇希少猛禽類の生息状況 

〇渡り鳥の移動ルート 

・専門家等へ聞き取りを行い、配置等の検討や動物の調

査期間、手法に反映する。 

・樹林地では改変面積の抑制に努めるとともに、哺乳類、

両生・爬虫類、昆虫類についても詳細な調査を実施し、

風力発電機の配置等を検討する。 

・環境影響評価の項目として選定し、対象事業実施区域

及びその周囲を調査範囲とした。 

・希少猛禽類の調査、予測及び評価を行った結果、重大

な影響があると判断された場合には、専門家等の意見

を踏まえた上で、環境保全措置を検討する。 

植物 

・現地調査を実施し、風力発電機の配置及び環境保全措

置を検討する。検討にあたっては、絶滅危惧種等の重

要な種の生育状況に留意する。 

・専門家等へ聞き取りを行い、配置等の検討や動物の調

査期間、手法に反映する。 

・特定植物群落や巨樹が位置することから、当該分布状

況を考慮し、風力発電機の設置場所を検討する。 

・環境影響評価の項目として選定し、対象事業実施区域

及びその周囲を調査範囲とした。 

・植物の調査、予測及び評価を行った結果、重大な影響

があると判断された場合には、専門家等の意見を踏ま

えた上で、環境保全措置を検討する。 

生態系 

・ 樹林地に風力発電機を設置する場合は、改変面積を最

小限に留めるなど配慮し、自然林のような重要な自然

環境のまとまりの場を多く残存させるよう、配慮する。 

・自然林のような自然環境のまとまりの場において動植

物の現地調査を実施し、分布情報に基づき重要なまと

まりの場のうち、比較的、動植物の生息・生育状況が

多い場を残存させるよう、風力発電機の配置等を検討

する。 

・風力発電機の配置等を検討するにあたって保安林内を

対象とする場合は、年間の風況が概ね把握できた段階

で福島県森林保全課や所轄する森林管理局と調整を行

う。 

・風力発電機の配置等を検討するにあたって阿武隈高原

中部県立自然公園や夏井川渓谷県立自然公園を対象と

する場合は、年間の風況が概ね把握できた段階で福島

県自然保護課と調整を行う。 

・環境影響評価の項目として選定し、対象事業実施区域

およびその周囲を調査範囲とした。その結果を踏まえ

て今後の設計において改変区域の低減を検討する。 

・調査、予測及び評価を行った結果、重大な影響がある

と判断された場合には、専門家等の意見を踏まえた上

で、環境保全措置を検討する。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

景観 

・「福島県景観条例」、「いわき市の景観を守り育て創造す

る条例」（いわき市以外の自治体は除く）に留意し配置

や、風力発電機等の色彩など配慮事項を検討する。 

・環境影響評価の項目として選定し対象事業実施区域の

周囲において、主要な眺望点及び住宅等集合地域等を

景観の現地調査地点として 7 地点を設定した。 

・準備書段階においては、主要な眺望点から撮影した写

真に発電所完成予想図を合成する方法（フォトモンタ

ージュ法）によって、主要な眺望景観への影響につい

て予測及び評価を実施する。 

・風力発電機の塗装色については、今後の設計において

検討する。 

人と自然と

の触れ合い

の活動の場 

・人と自然との触れ合いの活動の分布に留意し、風力発

電機の配置等を検討する。 

・風力発電機の配置等を検討するにあたって人と自然と

の触れ合いの活動を対象とする場合は、関係する自治

体担当課と調整を行う 

・人と自然との触れ合いの活動の場が事業実施想定区域

内に含まれているため、方法書以降の手続きにおいて

関係する自治体担当課と調整を行う。 

一般環境中

の放射性物

質 

・福島環境再生事務所、福島県除染対策課、産業廃棄物

課、中間貯蔵施設等対策室などの関係機関に放射性廃

棄物処理の最新の情報を把握した上で、風力発電機の

配置や工事計画などを検討する。 

・造成などの建設工事の他、動植物や水質など環境調査

の現地調査を行うにあたっては、所管の労働局に必要

事項を確認し、関係ガイドライン、法令を踏まえた上

で実施する。 

・環境影響評価の項目として選定し、空間線量、土壌、

水質について、調査、予測及び評価を実施することと

した。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

(2)対象事業実施区域（方法書段階）の設定及び設備の配置等に関する検討の経緯 

対象事業実施区域（方法書段階）は、以下の経緯により事業実施想定区域（配慮書段階）を変

更している。 

対象事業実施区域の検討フローは、図 15.2-3のとおりであり、設定に当たっては、本計画段階

における検討対象エリアを設定し、同エリア内において、各種条件により対象事業実施区域の絞

り込みを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15.2-3 対象事業実施区域の検討フロー 

  

規制配慮 

③社会インフラ整備状況の確認（図 15.2-6 参照） 

既存道路等の状況を確認 

④法令等の制約を受ける場所の確認（図 15.2-7 参照） 

法令等の制約を受ける場所（保安林、砂防指定地等）の状況を確

認 

環境配慮 

事業性配慮 

②風況条件による絞り込み（図 15.2-5 参照） 

局所風況マップから、風況条件の良い範囲を抽出した。 事業性配慮 

①検討対象エリアの設定（図 15.2-4 参照） 

本計画段階において対象となる検討範囲を設定 

⑤環境保全上留意が必要な場所の確認（図 15.2-8 参照） 

環境保全上留意が必要な施設（福祉施設、住宅等）及び自然環境

の状況を確認 

⑥対象事業実施区域等の設定（図 15.2-9 参照） 

上記①～⑤を踏まえ、対象事業実施区域を設定した。 



 

15.2-16 

(1137) 

このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

①  検討対象エリアの設定 

福島県阿武隈風力アセスメントコンソーシアムの事業「（仮称）福島阿武隈風力発電構想計画

段階配慮書」では、福島県が地域経済の復興のために取りまとめた「イノベーション・コース

ト構想」のプロジェクトのひとつとして風力発電導入を目指している「阿武隈・浜通りエリア

風力発電構想」において風力発電適地候補として選定された候補地から阿武隈高地の山間部を

広く包含した地域を事業実施想定区域として選定した。 

その事業実施想定区域の一部を引き継いだ「（仮称）阿武隈風力発電事業」が方法書におい

て対象事業実施区域として選定していた区域から除外した浪江町、葛尾村にまたがる事業実

施想定区域の一部を本事業が引き継ぎ、図 15.2-4の通り検討対象エリアとして設定した。 

 

②  風況条件による絞り込み 

検討対象エリアにおいて、「局所風況マップ」（NEDO：国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構）から好風況地点（高度 30mにおける年平均風速が約 5m/s以上）の絞り込み

を行い、図 15.2-5に示す浪江町及び葛尾村の行政界付近の稜線上を抽出した。 

 

③  社会インフラ整備状況の確認 

候補地の周囲における道路等の社会インフラ整備状況は図 15.2-6のとおりである。アクセス

道路として、一般国道 114号、主要地方道 49号(原町浪江線)、主要地方道 50号（浪江三春線）、

一般県道 253号（落合浪江線）等が利用可能であり、候補地内には既存林道も存在する。 

上記の既存道路を可能な限り利用することにより、道路の新設による拡幅面積を低減するこ

とが可能である。 

なお、送電線の連系地点として検討している新福島変電所は、対象事業実施区域の南東から

約 20km前後の地点であり、今後、増強される計画である。 

 

④  法令等の制約を受ける場所 

候補地の周囲における、法令等の制約を受ける場所（保安林、砂防指定地等）の分布状況は

図 15.2-7のとおりである。 

候補地の一部には「保安林」が分布しているため、今後の設計の過程において、関係機関と

区域内での事業の実施についての協議を実施する。 

 

⑤  環境保全上留意が必要な場所の確認 

候補地の周囲において、環境保全上留意が必要な場所を確認した。 

図 15.2-8図のとおり、候補地の周辺には、環境保全上配慮が必要な場所が分布しているため、

留意が必要な場所は、対象事業実施区域から除外する。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

⑥  対象事業実施区域等の設定 

「①検討対象エリアの設定」から「⑤環境保全上留意が必要な場所の確認」までの検討経緯

を踏まえ、図 15.2-9及び図 15.2-10のとおり、対象事業実施区域を設定した。 

配慮書段階の事業実施想定区域と対象事業実施区域の比較を図 15.2-10に示す。 

環境影響評価準備書では、今後の現地調査、予測及び評価の結果に基づいて風車配置等を検

討することにより、重大な環境影響を回避又は低減するとともに、専門家等の意見を踏まえた

上で、環境保全措置を検討する。 

また、今後の自治体との協議状況、復興計画や住民の帰還状況、風況調査結果等により風力

発電機の配置変更等を検討する。 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

 

図 15.2-4 検討対象エリア 
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

 

図 15.2-5 風況条件から抽出した区域  

「局所風況マップ（18 年度改訂版）」（国立研

究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構 HP、閲覧：平成 29 年 4月） 

より作成 
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図 15.2-6 社会インフラ整備状況  
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図 15.2-7（1） 法令等の制約を受ける場所の分布状況  
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

 

図 15.2-7（2） 法令等の制約を受ける場所の分布状況  



 

15.2-23 

(1144) 
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図 15.2-8 環境保全上留意が必要な場所の分布状況  
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

 

図 15.2-9 対象事業実施区域  
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

 

図 15.2-10 事業実施想定区域（配慮書段階）と対象事業実施区域（方法書段階）との比較  
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このページに記載した内容は、環境影響評価方法書のものである。 

(3)配慮書及び方法書における事業計画（概要）の比較 

配慮書及び方法書における事業計画（概要）の比較は、表 15.2-4のとおりである。 

 

表 15.2-4 配慮書及び方法書における事業計画（概要）の比較 

項 目 配慮書 方法書 

発電機の出力 
最大 700,000kW 

定格出力 3,500kW×200 基 

最大 15,000kW 

定格出力 2, 500kW 級×最大 6基 

区域の概要 

・事業実施想定区域 

いわき市、田村市、南相馬市、広野町、楢葉町、

富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛

尾村 

計 11 市町村 

 

・事業実施想定区域の面積 

約 55,000ha 

 

・対象事業実施区域 

浪江町、葛尾村 

計 2 町村 

 

・対象事業実施区域の面積 

約 95.7ha 

〔内訳〕 

浪江町：約 8.4ha 

葛尾村：約 87.4ha 

※四捨五入の関係で内訳の合計と全体の面

積とが一致しない場合がある。 

【変更の概要】 

 本事業の計画に合わせて、対象事業実施区域を

設定した。 

風力発電機の 

基数 
3,500kW×200 基 2,500kW 級を最大 6 基  

風力発電機の 

配置 
検討中 図 15.2-9 図参照 

風力発電機の 

基礎構造 
検討中 検討中 

変電施設 検討中 検討中 

系統連系地点 検討中 新福島変電所 

送電線 検討中 検討中 

 

(4)環境保全の配慮について 

配慮書において、事業実施想定区域内に配慮が特に必要な施設等（住宅等）が含まれていたが、

方法書においては、対象事業実施区域から除外した。 

環境保全措置の具体的な検討は、基本的には今後の設計、現地調査、予測及び評価を踏まえる

こととした。 
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(5)事業承継の経緯 

葛尾風力株式会社が福島復興風力株式会社から「（仮称）阿武隈風力発電事業」の事業実施想定

区域の一部を引き継いだ経緯は表 15.2-5のとおりである。 

 

表 15.2-5 事業承継の経緯 

年月日 内容 

平成 28年 2月 1 日 福島県阿武隈風力発電環境アセスメントコンソーシアム（構成員：福島県、株式

会社ジャパンウィンドエンジニアリング、株式会社ユーラスエナジーホールディ

ングス及びエコ・パワー株式会社の 4 社）が「（仮称）福島阿武隈風力発電構想

計画段階配慮書」を届出 

平成 28年 8月 17 日 福島復興風力株式会社が「（仮称）福島阿武隈風力発電構想計画段階配慮書」の

事業実施想定区域の一部を承継 

平成 28年 8月 18 日 福島復興風力株式会社が「（仮称）阿武隈風力発電事業環境影響評価方法書」を

届出 

その後、福島復興風力株式会社が「（仮称）阿武隈風力発電事業」の事業実施想

定区域の一部を除外 

平成 29年 5月 30 日 葛尾風力株式会社が福島復興風力株式会社から「（仮称）阿武隈風力発電事業」

で除外された事業実施想定区域の一部を承継し、「（仮称）葛尾風力発電事業」

とする 

平成 29年 5月 31 日 葛尾風力株式会社が「（仮称）葛尾風力発電事業環境影響評価方法書」を届出 
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